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I 事業所の環境対策実施状況解説
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要約
本誌に収録した共通タイトル「事業所の環境対策に関する調査J(I -IX)の9本の報告
論文集の冒頭論文として、つぎの 3点を論じている。第1点は、事業所の環境対策調査の
全般的な特徴の紹介である。第 2点は、公害・環境問題と廃棄物問題の関連についての指
摘である。この指摘がなされた理由は、本報告論文集が、事業所の環境対策分析と、廃棄
物問題に関するものとの 2種類の内容から構成されているかのように見える点について、
そうではなく、同根の内容を異なる焦点で、扱っていることの解説である。第3点は、本報
告論文集の、各論文についての簡略解説で、あるO
はじめに
筆者を代表とする環境社会学プロジェクトは、
都市研究所の共同研究の一環として、平成8年度
から11年度までの 4年間、廃棄物問題の社会学的
研究を遂行してきた。この間に、 3種類の量的調
査を実施している。市町村行政における廃棄物対
策調査(平成8)、都道府県行政における廃棄物対
策調査(平成 9)、そして、事業所の環境対策調査
(平成11)である。
行政を対象とした調査も、事業所を対象とした
調査も、ともに、一般的には、容易なものとはみ
なされていない。それを敢えて実施したのは、一
つには、平成4年度から 7年度まで、閉じく都市
ホ東京都立大学人文学部社会学科
研究所の共同研究の一環として実施した「都民の
水環境調査Jの過程で、行政の環境対策調査の必
要性が強く認識されたからであるO また、もう一
つの推進要因としては、行政の環境対策調査を遂
行する過程で、残る重要課題は事業所の環境対策
調査であることが、明確になったことがある。こ
のようにして、プロジェクトのメンバー全員の協
力と貢献によって、研究範囲が次第に拡大され、
積み重ねられてきた経過が持つ重みは、調査実施
に困難が予測されるからといって、行政や事業所
を対象とした環境・廃棄物調査の計画をく断念す
る>という選択肢を、われわれの前から消し去る
効果を持ったのであった。
事業所の環境対策を実施するという点での計画
自体は、遂行する方針で一貫したが、業種と調査
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地域の設定は、費用との関係もあって、簡単では
なかった。最終的に、東京都内の電気機械器具製
造業を対象とすることに落ち着いたのであるが、
費用的な面が許すならば、他の地域や、他の業種
も、比較検討のために実施すべきであったことは
付け加えておく。
市町村や都道府県を対象とした環境・廃棄物対策
については、すでに、『総合都市研究j64号と69号
に、数本ずつの報告論文によって発表しているの
で、ここでは触れない。事業所に対する環境対策
調査は、第二論文と第八論文で言及されているよ
うに、回収率を挙げるための、電話による調査票
の到着などを確認する作業を加えたことによって、
この種の調査としては、回収率はかなり高率であ
った。この段階で、高いハードルを、一つ越える
ことに成功したのであるが、それでも、第八論文
で指摘されたような、調査票に記入した担当者の
職務によって回答傾向が相違する事態を避けるこ
とはできなかった。この部分が、全体に大きく影
響する質問ではなかったことが、本調査において
は幸いしたと言わざるを得ない。
予想外であったのは、自由回答欄への記入が、
一つの報告論文にまとめるに値するほどになされ
ていた点である。このような予想のはずれはあり
がたいものであり、嬉しい誤算であった。
1.事業所の環境対策調査結果の特徴
ーその概要
事業所の環境対策調査結果の詳細な分析は、第
二論文以下においてなされているので、ここでは、
全般的な面に関して指摘しておきたい。
1 )調査方法・手続き画と関わる特徴
調査方法や手続き的な面など、調査の形式と関
わる点での特徴としては、前項目でも述べたこと
だが、 600票を送付した調査票の返送率は52.7%、
有効回収率は49.7%と、この種の事業所調査とし
ては、高い回収率であったことが挙げられる。事
業所調査の中には、 10%前後という低回収率に出
会う例も少なくないと言われている中で、この高
い回収率は僚倖であった。社会学科と都市研究所
の大学院生たちの協力を得て、調査票を送付した
事業所に対し、調査票が届いたころに、到着の有
無について確認する電話をかけるという作業を加
えたことが、回収率を高めたことに有効であった
と考えられている。
もう 1点は、これも前項目で述べたことである
が、自由回答欄への記入倒率が予測を上回ってい
たことである。ほとんど記入は無いものと予測し
ていたため、こうした自由回答も、大事な情報源
として分析し、今回の報告論文の一つに加えてい
る。
高い回収率と自由回答欄への予測を上回る多い
記入という 2つの事実は、われわれが実施した事
業所対象の調査が、形式面で、まず、一定の成果
を挙げたことを示していると考えても良いだろう。
2)事業所規模と環境対策の関係
内容面での特徴の第一は、第三論文や第五論文
で、とりわけ明確に指摘されている事業所規模と
環境対策の実行率との関係である。大企業ほど、
環境対策にあてる経費を捻出する可能性が大きい
ことは、調査実施前に予測されたことではあった
が、調査結果は、高額な経費が必要な環境対策は、
規模的に大きな事業所に集中する傾向を明確に示
している。それが、最も顕著である例の一つは、
180の取得傾向である。
180は、第五論文が資料によって提示している
ように、日本における取得率は急増しており、
180を取得することが環境対策優良企業であるか
のような取り違えの傾向さえ現れている。
内容に入り込んで、検討するならば、第三論文が
論じているように、再資源化や省エネルギーなど
では、規模別による対応の差異は小さくいなど、
興味ある傾向も示されている。本論では、ここま
ででとどめておき、あとは、関連論文を参照いた
だきたい。
一方、こうした量的な調査による結果とは別に、
われわれは、量的調査に先立つて実施した聞き取
り調査によって、たんに、規模の違いだけが、事
業所の環境対策を差異化しているのではない事実
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も把握している。たとえば、中小規模の事業所の
中には、経営者の決心が最大の決めてとなって、
優良な環境対策を遂行する事業所に生まれ変わっ
た例などがある。中小企業で、は、経営方針の変更
が、大規模企業に較べて、ある意味では容易な側
面があり、指導性の高い経営者が示す方向が環境
対策優良事業所をめざすものであれば、その方向
に、大きく軌道修正する可能性は高いのである。
大規模事業所のみでなく、中小規模事業所にと
っても、環境対策の実施が事業の発展につながる
ような制度が整えられていくことが喫緊に必要で
あることを示唆する調査結果である。
2.公害・環境問題と廃棄物問題
本報告論文集において、事業所の環境対策に関
する論文と、廃棄物問題に関する論文という、一
見するならば、異なるテーマを扱ったかのような
論文が、一つの流れを示すものとして並んでいる。
その点について、解説しておきたい。
報告論文集の中で、第七論文と第九論文は、と
くに産業廃棄物問題を対象としている。まず指摘
できることは、産業廃棄物問題には、事業所が、
直接的あるいは間接的な発生源として、深く関与
するという点である。つぎに、歴史的に、公害問
題として記録されてきた事件は、そのほとんどが、
発生源事業所による有害廃棄物の未処理排出・放
置が原因で発生したという両面性である(飯島
2000)。
公害問題と産業廃棄物問題の歴史的に密接な関
連性について、説明を加えておこう。
日本における公害問題の歴史は、鉱山公害問題
から始まるO 江戸時代、あるいは、第二次世界大
戦前には、各地で開発された鉱山が、各地に深刻
な労働災害と地域公害問題を引起した。そして、
これらの公害問題は、じつは、各種鉱山や鉱業事
業所が未処理で排出し、放置していた有害な産業
廃棄物によって引起されていたのである(飯島
1977)。
その後、工業化が進展する過程で、化学工業全
盛時代が到来するが、化学工業は、有害な産業廃
棄物を労働環境や地域環境に大量に放出した。そ
の結果、さまざまな公害被害が作り出されたが、
その代表例が、繰り返し発生した水俣病や大都市
を中心に多発した公害ぜん息患者である。つまり、
公有水面に未処理で排出された有機水銀によって
水俣病が、また、大気中に未処理で排出された有
害な汚染物質がぜん息患者を生み出したのである。
エネルギー産業の変選と展開も、化学工業と並ん
で、重要例である。石炭中心の戦後期から石油中
心の高度経済成長期、そして、原子力発電所重視
の時代へという変選は、公害問題あるいは事業所
からの廃棄物という視点でみるならば、つぎのよ
うに言うことができる。煤煙排出から亜硫酸ガス
排出へ、そして放射性物質排出の時代へという変
遷である。これらの、それぞれの時代を象徴する
エネルギーが、環境破壊源であると同時に有害な
産業廃棄物であることは、指摘するまでもなく明
らかであろう。
公害・環境問題の発生源として、 20世紀末にお
いて、製造業と並んで重視されるようになったの
は、高度化した消費文明が吐き出し、処理が追い
つかず、あるいは新たに重大な環境汚染源として
ひとびとの前途に立ちはだかりはじめた大量のゴ
ミの問題である。これらのゴミは、たんにゴミで
あるだけでなく、嫡熟した消費文明を支えた化学
工業という背景の上に発生していることから、有
害物質を混入していると言う危険を恒常的に抱え
る迷惑物質と化している。
公害問題や環境問題の多くは、別の視点で捉え
るならば、製造業が、本来ならば責任をもって自
社の費用で無害化し、自社の敷地内に保管するな
り再利用するなどしておくべきものであった産業
廃棄物によって引起された問題である。
つまり、公害・環境問題と産業廃棄物問題は、
同根の社会問題であり、多くの場合、事業所に発
生責任が求められてきた問題なのである。両者は、
焦点をあてる場面の違いによって、ときに公害問
題となり、ときに廃棄物問題となる。第七論文と
第九論文は、本報告論文集において、こうして、
全体の流れと調和して位置付けられているのであ
る。
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3.本誌掲載の報告論文集について
本誌に収録した関連する 9本の論文は、共通サ
ブ・タイトル「事業所の環境対策に関する調査」
に加えて、それぞれ異なるメイン・タイトルを付
している。また、末尾に調査票と、その中に単純
集計数値とを打ち込んだ資料を、読者の参考に付
している。今回の 9本の報告論文集は、平成8年
度から11年度までの4年間、都市研究所の共同研
究として遂行された環境問題と廃棄物問題に関す
る環境社会学的調査研究プロジェクトの、第3回
目にして、最後の報告集であるとともに、平成日
年度に郵送法によって実施した事業所の環境対策
調査の結果分析でもある。
第l回目の報告集は、 64号に共通タイトル「廃
棄物に関する市町村調査(1)- (VOJのもとに
6本の報告論文が掲載され、第 2回目の報告集は、
69号に、共通タイトル「産業廃棄物に関する自治
体調査報告(I)-(V)Jのもとに5本の報告論
文が掲載されているO 今回の 3回目にして最後の
報告集は、上記したように、共通タイトル「事業
所の環境対策に関する調査」のもとに 9本の報告
論文によって成り立っている O
さて、 1回目 (64号)と 2回目 (69号)に発表
した報告論文集は、市町村および都道府県の環境
対策に関する調査結果にもとづいた報告論文集で
あるが、今回の73号では、第二論文の「調査概要」
の個所で示しているように東京都内にある電気機
械器具製造業として分類されている事業所のうち、
従業員数10人以上の工場・作業所を調査対象とし
て実施した調査結果の分析が主要な共通課題とな
っている。ただ、今回の報告論文集には、このほ
かに、この 4年間の、廃棄物問題の社会学的調査
研究のまとめ的な意味も含められている。すなわ
ち、前2回の報告論文集では、自治体行政におけ
る廃棄物行政と環境行政に関する調査研究にもと
づいた分析を行ったが、今回は、事業所の環境対
策や廃棄物対策に関する分析と併せて、この 4年
間をかけて遂行してきた廃棄物をめぐる環境社会
学的調査研究の総括的な論文も含んでいる。以下
に示すのは、 9本の報告論文それぞれに付された
サブタイトルである。
報告論文全9本のサブタイトル:
第一論文事業所の環境対策実施状況解説
飯島伸子
第二論文調査概要と標本の妥当性
星敦士
第三論文 環境マネジメントの限界と課題
寺田良一
第四論文拡大製造者責任と企業の環境配慮行動
堀畑まなみ
第五論文 ISO取得における企業の行動
山田修嗣
第六論文 自由回答欄にみる事業所の環境意識
神長唯
第七論文企業の環境対策における自治体と地域
社会
藤川賢
第八論文 企業調査における調査方法上の諸問題
中尾啓子・星敦士
第九論文廃棄物処分場問題と住民運動
鵜飼照喜
資料 r事業所の環境対策に関する調査」調査票
(単純集計数値)
これらのサブタイトルが示しているのは、第二
論文から第六論文まで、および第八論文は、平成
11年度に実施した事業所の環境対策に関する調査
結果にもとづいて検討がなされていることであるO
第七論文は、その事業所の環境対策調査にもとづ
きつつ、前年度まで 3年間の自治体の環境対策と
の関連を考察したものである。第九論文は、本プ
ロジェクトが4年間をかけて研究してきた廃棄物
問題を、さらに、問題が発生している地域での聞
き取り調査で得た知見を加えて、国や自治体行政
と消費者や住民の行動という視点から、あらため
て総括したものである。
加えて、さらに若干の注釈をつけるならば、第
三論文(星敦士)では、平成11年度に本プロジ
ェクトで実施した「事業所の環境対策」調査の概
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要と、抽出した標本の妥当性についての検証が行
われている。標本台帳が作成された年度と調査実
施年度との聞に数年間の差があったために、本論
文で弘行ったような標本の妥当性の検討は不可欠の
ものとなり、第二論文では、この検討を厳密に行
っている。
第三論文から第六論文までは、「事業所の環境対
策」調査で得られた結果の分析である。第三論文
(寺田良一)は、事業所の環境対策が推進され、あ
るいは、遅滞する傾向に関与しているとみなされ
る要因の抽出を試み、規模別要因が、他の要因よ
りも明確に関与している傾向を指摘しているが、
規模別による差異が発生しない局面の指摘もある
など、本調査で得られた新しい知見が示されてい
る。
第四論文(堀畑まなみ)は、事業所の環境対策
の責任範囲に関する考え方が、近年、再資源化の
段階にまで拡大されてきた事態を踏まえて、この
点に関する事業所の態度や方針を検討している。
第五論文(山田修嗣)は、これも、近年、事業
所の間でにわかに注目されるようになった環境国
際規格である18014001を中心とする180取得をめ
ぐる事業所の対応を取り上げている。第三論文で
示された事業所規模別要因が、 180取得をめぐっ
ても同様に指摘されている。だが、第五論文では、
180取得行為が大企業に集中する傾向と、環境対
策の効果的な実行とが、必ずしもパラレルではな
いことへのコメントもなされている。
第六論文(神長 唯)は、自由回答欄の記述か
ら事業所の環境対策への意識を探ったものである。
自計式の調査(本調査は郵送法であるので自計式)
では、自由回答欄への記入は、一般的に、回答者
の調査に対する積極的な関心を示すものとみなさ
れる。本調査は回収率が相対的に低いと予測され
る事業所を対象とした調査であったが第二論文で
も指摘されているように、予想を上回る高い回収
率であった。そのうえ、自由回答欄への記入も、
看過することができないほどになされていたこと
から、とくに、一つの報告論文としてまとめたも
のである。
第七論文(藤川 賢)は、まず、本プロジェタ
トがこれまでに実施してきた自治体の環境行政や
廃棄物行政に関する調査を見直して、行政と事業
所との関係に焦点をあてる。つぎに、平成11年度
の「事業所の環境対策調査」から、事業所の側か
ら見た場合の自治体との協力関係のあり様につい
て検討、最後に、事業所と自治体、そして地域社
会・住民という地域環境主義が実施されるうえで
重要な三者の相互関係について考察を試みている。
第八論文(中尾啓子・星 敦士)は、これまでの
第二論文から第七論文までにおいて、中心的に、
あるいは、部分的に扱われてきた「事業所の環境
対策調査」を、その調査方法上生じがちな問題点
を点検する視点から分析したものである。一般的
に、事業所調査は、調査の中でも低回収率であり、
回答内容の一部が使用できないような場合が少な
くないと経験的に指摘されている。平成11年度に
本プロジェクトで実施した事業所の環境対策調査
が、この観点から点検してみた場合、どのような
状況であるのかについて論じられている。
第九論文(鵜飼照喜)は、第八論文までが、本
プロジェクトの、過去3年間の量的調査に主とし
て依拠したものであるのに対し、産業廃棄物が集
中している代表的な県である長野県を事例とした
実践的な実態調査報告論文である。廃棄物問題を
めぐる行政と住民、地域社会の関係について、わ
れわれのプロジェクトの中から生まれた分析概念
の地域環境主義を用いて検討している O
最後に、平成11年度に実施した「事業所の環境
対策調査」の調査票と、そこに単純集計数値を打
ち込んだものを、参考のために添付している。
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官邸paperdiscusses concerning following three subjects: 
1. General characteristics of environmental policy of companies based on our research. 
2. The relationship between pollution problems and the waste problems 
3. Introduction of nine papers written by the members of our project 
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